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阪神国際港湾株式会社 

神戸市港湾局 

1． 目 的 

本事業は、 カーボンニュ ート ラ ルと いった環境負荷低減の必要性等、 昨今の社会情勢や様々な貨物

の輸送形態を踏ま え、 神戸港において環境負荷の少ない輸送形態への転換を促進する こ と によ り 、 物

流分野の温室効果ガス 排出削減・ 持続可能な物流体系の構築及び神戸港の高付加価値化・ 物流拠点機

能の拡大を図る こ と を目的に実施する も のです。  

※阪神国際港湾㈱では、 本事業の実施によ り 得ら れた結果を分析し 、 今後の神戸港における ポート セ

ールス等に活用さ せていただき ま す。  

 

２ ． 申請要件 

( 1)  対象事業 

外貿及び内貿貨物の国内輸送について、神戸港を利用し 、CO2 排出量の削減を目的に輸送形態の転

換を行う 下記の事業。 ただし 、 転換前は大阪港を利用し ており 、 転換後に神戸港を利用する も のは除

き ま す。 また、 転換によ り 、 発生する 課題等を整理し ていただく 必要があり ま す。  

 

① （ 転換前） ※神戸港以外を利用し ていた場合を含む。  

・ 外貿貨物を貨物自動車によ り 陸送し ていた事業 

・ 内貿貨物を貨物自動車によ り 陸送し ていた事業 

・ 外貿貨物を航空機によ り 空輸し ていた事業 

・ 内貿貨物を航空機によ り 空輸し ていた事業 

 

（ 転換後） ※神戸港を利用する 場合に限る 。  

・ 外貿貨物を船舶（ 内航船・ フェ リ ー・ はし け等） によ り 海上輸送する 事業 

・ 内貿貨物を船舶（ 内航船・ フェ リ ー・ はし け等） によ り 海上輸送する 事業 

・ 外貿及び内貿貨物を、 神戸港を発着する フェ リ ーを利用し た貨物自動車によ り 陸送する 事業 

・ 外貿貨物を鉄道輸送する 事業 

 

 ※令和 3・ 4 年度に本事業の決定を受けたこ と がある 事業は対象と なり ません。  

 

② 上記①の他、 本事業の目的に合致する と 阪神国際港湾㈱が認める 事業。  
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※ただし 、 阪神国際港湾㈱が実施する「 荷主・ 物流事業者向け支援事業」、「 アジア広域集貨促進事業」 

と の重複申請は不可と し ま す。  

 

( 2)  支援対象経費 

外貿及び内貿貨物の転換後の国内輸送経費（ 輸送費用、 倉庫費用、 梱包費用等）。  

※通関申請費用等は対象外 （ 対象と なる 範囲は別添の例によ る ）  

 

( 3)  支援額 

・ 支援対象経費（ 消費税込） に 1/3 を乗じ て得た額 

（ 1 事業者・ 1 共同申請団体あたり 上限 300 万円（ 消費税込））  

ただし 、 外貿コ ンテナ輸送に繋がる も のについては、 支援対象経費（ 消費税込） に 1/2 を乗じ て得た

額（ 1 事業者・ 1 共同申請団体あたり 上限 500 万円（ 消費税込））  

  

( 4)  対象事業者 

① 物流事業者（ フォ ワ ーダー、 陸運事業者、 通関業者、 内航船社、 フェ リ ー船社、 はし け運送事業

者等） の単独申請  

② 物流事業者と 荷主の共同申請 

※荷主の単独申請は受け付けており ま せん。  

 ※最大 3 申請と し ます。（ ただし 、 物流事業者の単独申請は 1 事業者につき 1 申請ま で）  

 

( 5)  支援対象期間 

令和 6 年 2 月 28 日ま で（ こ のう ち、 3. ( 2) 事業決定の通知の日から 起算し て最長 6 か月を経過する 日

又は令和 6 年 2 月 28 日のいずれか早い日ま で）  

※上記期間内において、 輸送を完了さ せ、 3. ( 9) で定める 報告期限を遵守し てく ださ い。  

 

( 6)  申請期間 

令和 5 年 4 月 13 日～令和 5 年 12 月 28 日 

※ただし 、 予算の執行状況によ り 申請期間を変更する こ と があり ま す。 その場合は阪神国際港湾㈱HP 

でお知ら せいたし ます。  

 ※申請が受理さ れ、 阪神国際港湾㈱が申請内容の審査を実施する 審査会において承認があり 、 決定通 

知書交付日以降に開始し た事業のみ対象と なり ます。（ 審査会での承認日以前に開始し た事業は対 

象外と なり ま す。）  

申請があった日から 審査会ま では概ね 1 か月ほどかかり ま すので、 時間に余裕をも って阪神国際港

湾㈱までお問い合わせく ださ い。  

 

( 7)  本事業の成果報告 

 輸送形態を転換し たこ と によ り 、 発生し た課題や検証結果及び今後の取組等を事業実績報告書（ 様式

4） によ り 、 阪神国際港湾㈱に報告し てく ださ い。  

申請要件は事業対象期間中に変更と なる 場合があり ま す。その場合は、阪神国際港湾㈱HP でお知ら せい

たし ます。  
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３ ． 支援事業の流れ 

 

( 1)  申請書類の提出 

以下の書類を提出し てく ださ い。  

① 事業計画・ 実施申請書（ 様式 1）  

・ 事業の概要、 輸送区間、 輸送期間、 輸送の内容、 CO2 排出量 

※CO2 排出量は経済産業省・ 国土交通省によ り 作成さ れた「 ロ ジス ティ ク ス 分野における CO2 排

出量算定方法共同ガイ ド ラ イ ン」 に基づき 算出する こ と 。  

（ 参考 従来ト ンキロ 法： 輸送貨物量(t)×距離(km )×排出原単位/1,000,000）  

尚、 排出原単位は基本的に以下の通り と する 。  

 航空： 1,490 営業用貨物車： 225 船舶： 41 鉄道： 18 

② 団体概要（ 様式 2）  

③ 支援対象経費の算出の根拠と なる 書類 

・ 見積書、 その他積算資料 

  ※こ の他、 審査で必要と 認めら れる 書類は別途求める 場合があり ま す。  

 

( 2)  事業対象決定の通知 

阪神国際港湾㈱で申請書類の内容審査を行い、 事業決定いたし ます。 決定し た事業について、 文書 

にて事業対象決定通知書を交付し ます。  

 

( 3)  事業計画の取り 下げ 

事業対象決定通知までに応募を取り 下げる 際には、 速やかに阪神国際港湾㈱に申し 出てく ださ い。 

 

( 4)  輸送の実施 

事業計画に沿って輸送を実施し てく ださ い。 申請内容と 異なる 事業は対象外と なり ま す。  

  

( 5)  事業計画の変更 

  事業対象決定通知後に事業計画を変更する 必要が生じ た場合には、 阪神国際港湾㈱と 事前に協議し

たう えで事業計画（ 中止・ 変更） 届（ 様式 3） を速やかに提出し てく ださ い。  

ただし 、 変更内容によ っては審査を経て予算の範囲内で事業対象決定通知の内容変更を行う 場合が

あり ます。  

 

( 6)  事業の中止 

事業対象決定通知後に事業計画を中止する 場合は、 事業計画（ 中止・ 変更） 届（ 様式 3） を速やか

に提出し てく ださ い。 事業対象決定通知の取り 消し を行います。  

 

( 7)  不正行為等によ る 事業対象決定通知の変更・ 取消 

事業対象決定通知後に本事業に関し て虚偽の申請や報告など の不正行為等が明ら かになった場合

は、 事業対象決定通知を変更または取り 消し ま す。 こ の場合、 事業の進捗状況に関わら ず、 それによ

って事業者に損害が生じ ても 、 阪神国際港湾㈱は一切責任を負いま せん。  

ま た、 不正行為等の他、 阪神国際港湾㈱から 連絡があった期日ま でに必要書類を提出いただけない
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場合は、 阪神国際港湾㈱の判断で事業対象決定通知を取り 消し と さ せていただき ま すので、 上記と 合

わせてご留意く ださ い。  

 

( 8)  実績の報告 

事業完了後、 以下の書類を提出し てく ださ い。  

① 事業実績報告書 

  ・ 事業計画に対応し た実績（ 貨物量、 走行距離、 CO2 排出量、 輸送経費等）  

②支援対象経費の実績額及び支払を明ら かにし た書類 

  ・ 契約書、 輸送実績が明示さ れた請求書、 領収書等の何れか 1 点の写し  

( 9)  報告期限 

事業完了後、 速やかに提出する こ と と し 、 令和 6 年 2 月 28 日ま でに３ ． (8)の書類を阪神国際港湾

㈱宛に提出し てく ださ い。 上記期日ま でに提出が無い場合は、 支援額の支払いはいたし ません。  

 

( 10)  支援額の確定 

事業実績報告書の提出を受け、 阪神国際港湾㈱によ り 業務が適正に履行さ れたかの検査を行ったう

え確定額を文書にて通知いたし ま す。  

 

( 11)  支援額の請求 

  確定額の通知を受けた事業者は、 速やかに阪神国際港湾㈱様式によ る 請求書に必要事項を記入し 、

押印のう え阪神国際港湾㈱宛に提出し てく ださ い。  

 

( 12)  支援額の支払い 

  確定さ れた支援額は、申請事業者に対し て請求から 概ね 1 か月後にお支払いし ます。ただし 、3. ( 6)  

又は( 7) に該当し 事業決定を取り 消し た場合は、 支援額の支払いはいたし ません。  

  また、 3. ( 10) の検査において、 事業計画と の乖離が著し いこ と が判明し た場合は支援額を支払いで

き ないこ と があり ます。  

   

( 13)  支援額の返還 

  3. ( 6) 又は( 7) に定める 事由などによ り 事業決定が取り 消さ れ、 阪神国際港湾㈱が支援額を支払い済

みの場合、 3. ( 14) に定める 遅延利息等を加えたう えで、 支援額の返還を求める こ と ができ る も のと し

ま す。 こ の事業の履行が完了し た後においても 、 同様と し ます。  

  また、 支援額の支払い完了後において、 支払い額の算出根拠と なる 数値の誤り や記入漏れなど各種

書類の不備が明ら かと なった場合、 別途協議のう え支援額の返還を求める こ と があり ま す。  

  なお、 当該返還は、 申請事業者が、 合併、 分割、 株式交換、 株式移転その他の組織改編行為、 事業

譲渡等を行う 場合についてはその承継者等にも 求める こ と があり ま すので、 こ のよ う な行為を行う 場

合は事前に書面によ り 阪神国際港湾㈱に通知し たう え、 阪神国際港湾㈱の同意を求めてく ださ い。  

 

 

( 14)  遅延利息 

  申請事業者は、上記 3. ( 13) に定める 事由などによ り 支援額の返還を命ぜら れ、その支払いを怠った

場合、 支払期限の翌日から 支援額を完済し た日までの期間に応じ 、 未払いの返還額に対し 、 年 14.6%
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の割合で計算し た額の遅延利息を阪神国際港湾㈱へ納付し ていただき ま す。  

 

( 15)  その他 

  事業実施計画申請書、 及び事業実績報告書における 「 輸送品目」 が具体的に記載でき ない場合、 港

湾統計上の 82 品目分類（ http://www.m l i t.go.jp/com m on/001277868.pdf） を参考にご記入く ださ い。  

事業者に対し 、 当該事業に関する 報告を別途求める こ と があり ます。  

神戸港を経由し て輸送が行われている こ と を確認する ため、 報告内容に応じ て別途阪神国際港湾㈱

が指定する 件数の関係書類の提出（ B/L (写し )等） を求めま す。 併せて、 検査（ 現地立会や関係書類の

確認など） を実施する 場合があり ます。  

以上 

 

 

 
【 本事業のお問い合わせ・ 受付窓口】  

阪神国際港湾株式会社  

神戸市中央区御幸通 8 丁目 1 番 6 号 神戸国際会館 20 階 

営業部 営業課    ☎078-855-3206（ 直通）  

ホームページ https://hansh inport.co.jp/  

E -m ai l  senryaku@hansh inport.co.jp   
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1転換後の国内輸送経費の１ ／3 の額を支援（ 上限3 0 0 万円）

転換後の国内輸送経費の１ ／２ の額を支援（ 上限5 0 0 万円）

神戸港を 活用し た環境負荷の少ない輸送形態へ
の転換に向けたト ラ イ アル支援事業 （ 別添）
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転換後の国内輸送経費の１ ／２ の額を支援（ 上限5 0 0 万円）
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在来船・ RORO船を活用する 例
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の転換に向けたト ラ イ アル支援事業 （ 別添）


